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論文内容の要旨
裕
特殊メガネ無しで原寸大の3次元像を観察するには、大画面の多視点ディスプレイが必須であるo 3次
元像が実在しているように見えるには、視域の拡大と視差の連続性が必要であるo 画質も、 2次元ディス
プレイと遜色ない高解像度、高輝度および正確な色表示が求められる。
本論文では、ホログラムスクリーンを用いて、大画面、広視域、視差連続、高解像度、高輝度、色表示
の6要件を満たす非装着型多視点ディスプレイが実現可能なことを明らかにする。
多視点表示用ホログラムには、スクリーン上の各2次元画像を対応視点にのみ集光できる回折特性が要
求される。具体的には、大画面化に伴う収差が少なく、可視光全域で色収差も少なく、高次回折光を生じ
ず、光損失が少なくて回折光が明るい、等である O 従って、色収差に難があるレインボー形式、光損失の
多いリップマン形式等、既存ホログラムでは対応しきれない。
著者は、従来注目されていない透過型体積ホログラムの性質を解析して、色の調節可能性、高い回折効
率、多重再生の可能性、等、多視点表示に必要な回折機能をホログラムスクリーンに付与する手法と製法
を提案し、実際に上記要件を満たす多視点ディスプレイを実現して、その有用性を示す。
第1章では、本研究の目的、背景、概要を述べる。
第2章では、透過型体積ホログラムを総合的に解析して、多視点表示周囲折光学素子として有用な各種
機能に関して論じる。
第3章では、多視点表示の対極に位置する 2眼式立体表示について、表示倍率を変更した場合に生じる
奥行き歪みに関する 2眼式立体表示の限界を解明した結果を述べるo そして、ホログラムスクリーン方式
により、 2眼式立体表示を広視域に展開する非装着型ディスプレイを提案して、広視域でホログラムの多
重再生が可能になることを示す。
第4章では、非装着型多視点ディスプレイに適したホログラムスクリーンの製作技術に関して、透過型
体積ホログラムの効果的な応用方法について論じる O スクリーンのカラー化技術、マルチパネル形式の大
画面化技術、広視域かっ視点数に制約のない多視点表示技術が、多視点ディスプレイの課題解決に有効で
あることを示す。
第5章では、研究成果を要約し、今後の課題を展望する。
論文審査の結果の要旨
視覚生理に最適の立体表示用ディスプレイはホログラムである。しかし、ホログラムは大きな情報量を
もつために、電子メディア上での実現が不可能である。したがって、実用的な電子立体表示用ディスプレ
イは両眼視差方式を用いている。この方式のディスプレイは一般に液晶およびプラズマディスプレイ上に
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構築されるため、ディスプレイの大きさに制約があった。
本論文は、液品およびプラズマディスプレイの大きさに制約されない比較的大きな電子立体表示用ディ
スプレイの実現を目的としてホログラムスクリーンを用いた両眼視差方式に注目し、大画面に適したホロ
グラムスクリーンとして透過型体積ホログラムを用いることを提案しているo そして、本方式を用いた大
型ディスプレイに必要な種々の回折機能をこのホログラムに付与する手法と製法を検討し、ホログラムを
用いて大型電子多視点ディスプレイを実現することによって、その有用性を示している。
まず、透過型体積ホログラムを用いるスクリーンについて色の再現性や調節可能性、結像位置の調節可
能性、多重再生の可能性等を検討し、大画面化を図っても、可視光域での幾何学的収差と色収差が少なく、
不要な高次回折光による光損失が少ないディスプレイが実現できることを示している。
次に、ホログラム回折スクリーン方式の2眼式立体表示を繰返し多重再生することによる複数視点の大
型立体表示ディスプレイの設計手法を提案し、透過型体積ホログラムを用いた大型電子多視点ディスプレ
イを試作し、その有用性を示している。
最後に、さらに大型電子立体表示用ディスプレイの実現を目的とした本方式によるマルチパネル形式に
よる大画面化技術を提案し、そのための3次元撮影光学系と、広視域かっ視点数に制約のない多視点表示
技術などの設計手法を検討し、 4枚構成によるディスプレイを試作した結果を示している。
以上のように、本論文は従来の両眼視差方式電子立体ディスプレイに比べて大型のディスプレイが実現
できるホログラムスクリーン方式とその設計手法を提案し、試作システムその有用性をあきらかにしてお
り、その優れた研究成果は電子工学、特に電子画像工学の分野の発展に寄与すること大である。よって、
本論文の著者は博士(工学)の学位を受ける資格を有するものと認める。
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